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1. 難民支援協会の支援活動

ビジョン：難民の尊厳と安心が守られ、ともに暮らせる社会へ
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日本における難民の状況
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難民認定:日本と世界の比較(2020)

UNHCR Refugee Data Finder, 法務省発表資料から難民支援協会作成

※認定率は Convention Status ÷
(Decisions during 2020 Total –

Otherw. Closed)



シリア出身者の庇護状況（2011～2020年）

決定数＝難民認定や不認定等の結果が出た人の数
出典：UNHCR Refugee Data Finder、全国難民弁護団連絡会議データから作成

決定数 難民認定数 難民認定率 庇護数 庇護率

ドイツ 796,950 440,595 61% 671,799 94%

フランス 27,313 10,979 41% 23,211 86%

イギリス 14,122 10,747 85% 10,914 86%

アメリカ 7,654 4,873 84% 4,878 84%

カナダ 5,326 4,322 93% 4,322 93%

オーストラリア 859 650 78% 650 78%

日本 98 22 22% 96 98%

https://www.unhcr.org/refugee-statistics/download/?url=R1xq


難民認定:難民申請手続きの流れ

認定 不認定

難民認定申請

申請手続き
（出入国在留管理庁）

認定 不認定

審査請求
（出入国在留管理庁）

訴訟

待機期間

平均約４年４月

難民審査参与員

意見提出



難民認定:審査基準の課題

・信憑性の評価

・難民条約の解釈

例：迫害の定義

UNHCR・難民認定基準ハンドブック：

生命または自由に対する脅威、人権の重大な侵害、

特定の差別の累積

vs

東京地判・平成23年10月27日：

通常人において受忍し得ない苦痛をもたらす攻撃

ないし圧迫であって、

生命又は身体の自由の侵害又は抑圧を意味するもの



難民認定:適正手続保障の課題

• 行政手続法の適用外

• 一次審査の代理人同席不可

• 立証責任は申請側が負う

• 不服申立て手続きの独立性

各国比較：一次審査における
インタビューの実施方法

難民研究フォーラム調べ（2019）



日本に暮らす難民の生活状況
① 難民申請時に在留資格がある場合

（※D2案件の場合）

② 難民申請時に在留資格がない場合

在留資格計８か月 在留資格
６か月

オーバーステイ/ 仮放免/ （仮滞在）
難
民
申
請

難
民
申
請

在留カード ✕

住民登録* ✕

就労 ✕

国民健康保険* ✕

収容の可能性

在留カード ✕ 〇

住民登録* ✕ 〇

就労 ✕ 〇

国民健康保険* ✕ 〇

* 仮滞在の場合は可能

（2カ月→3カ月→3カ月）



難民申請者への公的支援

保護費 ウクライナ難民への支援

対象
生活に困窮する難民申請者（2020年度
は357人。2020年の難民申請者は約
4,000人）

身元引受のない者

生活費
（１日あたり）

1,600円
一時滞在施設：1,000円＋食事提供
一時滞在施設から出た後：2,400円

住居支援
住居費として月４万円（単身世帯）を支
給、もしくは難民認定申請者緊急宿泊施
設に入居（2020年度の入居者は９人）

一時滞在施設の後に、自治体や企業など
が提供する住居で生活

その他
支援開始まで平均92日（2020年度）
医療費は必要に応じて国が実費を負担。

一時滞在施設から出る際、生活必需品購
入のための一時金として16万円を支給。
医療費・日本語教育費などは必要に応じ
て国が実費を負担。



難民申請者への公的支援

申請前 一次審査 審査請求 裁判

医療

住居

支援金

就労

公的支援なし

公的支援なし

公的支援なし公的支援なし

公的支援なし

公的支援なし

禁止

平均14ヶ月*

禁止

B・C案件、D案件の一部

禁止

難民申請手続き

数日-数週間 平均52.2か月 数年

待機
期間

*出典：質問主意書

許可

D案件の一部

平均92日*
この間にﾎｰﾑﾚｽに
陥ってしまう

公的支援

357人受給*

（2020年度）

新しい運用で最長８か月は就労禁止

A案件

許可



日本で直面する困難

• 不安定な法的資格

• 生活の困窮

• 住居確保の難しさ

• 日本語/文化への不慣れ

• 就労へのハードル

• 医療アクセスの難しさ

• 子どもと教育・子どもの将来

• 女性としての脆弱性

• 収容のおそれ イメージ



日本の難民をめぐる近年の動き



難民認定制度の運用の見直し（2015,18年）

難民申請者数の増加の背景に「在留や就労を目的とした濫用・誤用的な難民
申請がある」とし、申請者の一部に就労・在留制限を行う運用を開始。

A案件 B案件 C案件 D案件

内容
条約難民の
可能性が高い

難民条約上の迫害に
明らかに該当しない

再申請で正当な理由
なく前回と同じ主張

D1* D2：その他

件数（2020） 45 73 382 3,436

割合 1.1％ 1.9％ 9.7％ 87.3％

在留資格
（初回申請） 特定活動６月

（就労可）
就労・在留制限

ー
特定活動３月
（就労不可）

特定活動
３月×２回
（就労不可）

→６月（就労可）

在留資格
（複数回申請）

就労・在留制限 在留制限

*D1：本来の在留活動を行わなくなった後に難民認定申請、出国準備期間中に難民認定申請



難民申請者の収容
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うち、難民申請者 被収容者 難民申請者の割合

移住連省庁交渉のデータに基づき作成

国際的な原則：入管収容は最後の手段としてのみ使用し、代替措置を追及すること
安全で秩序ある正規移住のためのグローバル・コンパクト（GCM）（2018年）目的13



難民申請者の収容：収容の長期化
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移住連省庁交渉のデータに基づき作成

2018/2/28：原則収容継続を求める通達

「収容に耐え難い傷病者でない限り、原則、送還

が可能になるまで収容を継続し送還に努める」

2020/4/27: 仮放免の活用によ

る収容人員抑制を求める指示



難民申請者の送還

⇔2021年入管法改正案（閣法／成立見送り）：送還停止効の例外規定の創設

• 対象①：３回目以降の難民申請者について、自動的に例外規定を適用。ただし、「相当の

理由がある資料」を提出した場合はその限りでない。

• 対象②：１回目の難民申請者について、無期若しくは３年以上の懲役若しくは禁錮に処せ

られた者などに例外規定を適用。

難民条約第33条第１項（ノン・ルフールマン原則*）：締約国は、難民を、いかなる方法

によっても、人種、宗教、国籍もしくは特定の社会的集団の構成員であることまたは政治

的意見のためにその生命または自由が脅威にさらされるおそれのある領域の国境へ追放し

または送還してはならない。



• 難民保護の理念に反する形で、送還停止効に一定の例外を設けることは許されない。

• 本来、難民と認められるべき人の多くが認定されていない日本の難民認定制度において、このような規定
を設けることは、迫害を受けるおそれがある出身国に難民が送還される可能性を高めるものとして許され
ない。

• 最優先すべきは、送還の促進ではなく、難民認定制度の改善である。

（難民支援協会「出入国管理及び難民認定法の一部を改正する法律案に対する意見」）

ハッシュタグに寄せられたメッセージ

命の危険があるところから必死の思い
で逃れてきたのに、追い返される。想
像してみて下さい。人の命は等しく尊
い。守られて当然。

命の危険から逃れてきた人を再び命に
関わる可能性にあわせないために。慎
重な審議を求めます。



難民申請者の送還とウクライナ難民の受け入れ

• 2021年入管法改正案（閣法）における「準難民／補完的保護」の定義

第２条３の２ 補完的保護対象者 難民以外の者であって、難民条約の適用を受ける難民

の要件のうち迫害を受けるおそれがある理由が難民条約第１条Ａ（２）に規定する理由で

あること以外の要件を満たすものをいう。

→「人種」「宗教」「国籍」「特定の社会的集団の構成員であること」「政治的意見」以

外の理由によって、迫害を受けるおそれがあるもの

…難民認定における限定的な解釈（「迫害」の定義や「個別把握」など）がそのまま適用

されるのでは？

…紛争難民が保護対象として明記されないのはなぜ？

…拷問等禁止条約や自由権規約に基づく保護は行わないのか？



包括的で公平な難民保護制度の確立に向けて

• 難民として認定するべき人を認定するための法制度の整備：国際基準に則った難民条約の
解釈、審査の独立性や専門性の担保

• 日本での庇護を希望する全ての人を包括した支援制度の確立

「特定の国からの庇護希望者には異なった優先的な基準を適用しており、他国の出身で国際
的保護が必要である庇護希望者は強制的に危険な状況に戻されている（中略）委員会は、締
約国が標準化された庇護手続及びすべての難民による公的サービスに対する平等な権利を確
保するために必要な施策を講ずることを改めて勧告する。これに関連して、委員会はまた、
すべての庇護希望者の権利、特に適当な生活水準や医療ケアに対する権利が確保されること
を勧告する」

ーー人種差別撤廃委員会第76会期（2010年２月15日－３月12日）「本条約第９条に基づき
締約国より提出された報告の審査：人種差別撤廃委員会の総括所見」パラグラフ23。

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/jinshu/pdfs/saishu3-6.pdf


THANK YOU

難民支援協会
(JAR)

ja4refugees

ja4refugees

www.refugee.or.jp

http://www.refugee.or.jp/

